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平成27年度
特定非営利活動法人に関する実態調査

１ 調査の目的
本調査は、特定非営利活動法人（NPO法人）の受入寄附額及び雇用等の状況を調査

し、その活動実態を明らかにするとともに、市民の寄附・ボランティア活動の実態を明ら
かにし、共助社会づくり及び社会貢献に関する施策のための基礎資料を得ることを目的
として実施する。

２ 調査方法
【法人調査】

調 査 対 象 ： 全国の特定非営利活動法人 5,000法人
（認定・仮認定法人はすべて含む）

調 査 方 法 ： オンライン調査を原則とし、紙媒体での回答も可
調 査 期 間 ： 平成27年８月22日（金）～10月13日（月）（53日間）

回 収 率 ： 35.7％（1,767法人）

調査実施機関 ： 株式会社アストジェイ
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主な活動分野

• 主な活動分野については、認定・仮認定を受けていない法人、認定・仮認定法人ともに、「保
健、医療又は福祉の増進」が最も高い。

• また、「国際協力」「環境の保全を図る」を主な活動分野として挙げている割合は、認定・仮認
定法人が、認定・仮認定を受けていない法人と比べて著しく高くなっている。
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保健、医療又は福祉の増進を図る活動

社会教育の推進を図る活動

まちづくりの推進を図る活動

観光の振興を図る活動

農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動

学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

環境の保全を図る活動

災害救援活動

地域安全活動

人権の擁護又は平和の推進を図る活動

国際協力の活動

男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

子どもの健全育成を図る活動

情報化社会の発展を図る活動

科学技術の振興を図る活動

経済活動の活性化を図る活動

職業能力の開発…

消費者の保護を図る活動

上記の活動を行う法人の運営…

上記の活動に準ずる活動として都道府県…

認定・仮認定を受けていない法人(n=1,259) 認定・仮認定法人(n=473)
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(n=1,753）

認定・仮認定を

受けていない法人

(n=1,278)

認定・仮認定法人

(n=475)

０人 １人 ２人 ３人 ４人～５人 ６人～10人 11人～20人 21人～30人 31人以上

57.4％

57.3％

職員について①

• 認定・仮認定を受けていない法人、認定・仮認定法人ともに「６人～10人」が多い。

【職員数】
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法人数

職員数

中
央
値

平
均
値

最
小
値

最
大
値

全体 1,753 7  16.1  0  2,859

認定・仮認定を
受けていない法人

1,278 7  15.6  0  2,859

認定・仮認定法人 475 6  17.5  0  471
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全体

(n=1,753）

認定・仮認定を

受けていない法人

(n=1,278)

認定・仮認定法人

(n=475)

０人 １人 ２人 ３人 ４人～５人 ６人～10人 11人～20人 21人～30人 31人以上

79.8％

77.5％

職員について②

• 有給職員数は「１人以上」で比較すると、認定・仮認定を受けていない法人（77.5％）、認定・
仮認定法人（79.8％）であり、有給職員の雇用率は同程度となっている。

【有給職員数】
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法人数

有給職員数

中
央
値

平
均
値

最
小
値

最
大
値

全体 1,753 5  14.1  0  2,859

認定・仮認定を
受けていない法人

1,278 5.5  13.9  0  2,859

認定・仮認定法人 475 5  14.4  0  223 
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認定・仮認定法人

(n=475)

０人 １人 ２人 ３人 ４人～５人 ６人～10人 11人～20人 21人～30人 31人以上

13.9％

16.2％

68.1％
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職員について③

• 常勤有給職員数は「１人以上」で比較すると、認定・仮認定を受けていない法人（68.1％）、認
定・仮認定法人（69.9％）であり、常勤有給職員の雇用率は同程度となっている。

【常勤有給職員数】

※「常勤」とは、週28時間（７時間×４日）以上勤務している者。
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法人数

常勤有給職員数

中
央
値

平
均
値

最
小
値

最
大
値

全体 1,753 2  6.7  0  1,949

認定・仮認定を
受けていない法人

1,278 2  6.9  0  1,949

認定・仮認定法人 475 2  6.4  0  94



ボランティアについて

• ボランティア人数「100人以上」の法人は、認定・仮認定を受けていない法人（24.0％）、認定・
仮認定法人（41.8％）であり、認定・仮認定法人はボランティアを多数募って活動を展開して
いることがわかる。

※昨年度の調査結果と比較すると、ボランティア人数「０人」の法人の割合は認定・仮認定を受けていない法人（32.3％
→37.5％）、認定・仮認定法人（14.8％→24.2％）ともに増加している。
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０円 ０円超～100万円以下 100万円超～500万円以下 500万円超～1,000万円以下

1,000万円超～5,000万円以下 5,000万円超～１億円以下 １億円超

65.6％

64.5％

特定非営利活動事業の収益合計について

• 認定・仮認定を受けていない法人、認定・仮認定法人ともに「1,000万円超～5,000万円以下」
が最も高く、「1,000万円超」の法人が約65％ある。

※昨年度の調査結果と比較すると、認定・仮認定を受けていない法人で「1,000万円超」の法人の割合が増加しており（58.1％→64.5％）、
認定仮認定法人でも同様の傾向が見られる（59.0％→65.6％）。 8

法人数
収益合計

中央値 平均値 最小値 最大値

全体 1,608 2,085 4,803.0 0 487,557

認定・仮認定を
受けていない法人

1,169 2,092 4,707.6 0 121,260

認定・仮認定法人 439 2,074 5,056.9 0 487,557



特定非営利活動事業収益の内訳について

• 認定・仮認定を受けていない法人では「事業収益」（77.1％）が多くを占めており、「補助金・助
成金」（13.9％）、「寄附金」（4.2％）と続く。

• 認定・仮認定法人でも「事業収益」（60.9％）が最も多く、「寄附金」（25.7％）、「補助金・助成
金」（10.0％）と続く。
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資金の借り入れについて①

• 借入先は、「個人」が最も多く、認定・仮認定を受けていない法人（51.0％）、認定・仮認定法
人（56.7％）となっている。全体では「個人」からの借入が52.3％を占めている。

【借入先（複数回答）】
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他のNPO法人
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全体(n=581) 認定・仮認定を受けていない法人(n=447) 認定・仮認定法人(n=134)



資金の借り入れについて②

• 収益規模別に借入先をみると、どの収益規模においても「個人」の割合が最も高い。

• 収益規模が大きくなるほど、「銀行」「政府系金融機関」「信用金庫」など金融機関からの借入
割合が増える傾向がある。
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寄附の受け入れについて

• 認定・仮認定を受けていない法人と認定・仮認定法人ともに「金融機関・郵便局への振込」、
「直接手渡し」の２つの方法が中心となっている。

• また、認定・仮認定法人では、「事務局・店舗等への募金箱の設置」（24.6％）や「クレジット
カード決済」（12.5％）などの受入方法が浸透していることがうかがえる。

【寄附の受入方法（複数回答）】
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寄附付商品の販売

その他

全体(n=1,032) 認定・仮認定を受けていない法人(n=634) 認定・仮認定法人(n=398)



個人・法人寄附の受け入れについて

• 個人寄附をみると、認定・仮認定を受けていない法人は平均値289.7万円、中央値０円、認
定・仮認定法人は平均値1601.1万円、中央値53万円である。

• 法人寄附をみると、認定・仮認定を受けていない法人は平均値37.6万円、中央値０円、認
定・仮認定法人は平均値653.9万円、中央値10万円である。

【個人寄附金額】

【法人寄附金額】
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法人数
金額（単位：万円）

中央値 平均値 最小値 最大値

全体 1,753 1 645.0 0 350,044

認定・仮認定を
受けていない法人

1,278 0 289.7 0 142,560

認定・仮認定法人 476 53 1,601.1 0 350,044

法人数 金額（単位：万円）
中央値 平均値 最小値 最大値

全体 1,753 0 204.6 0 106,725

認定・仮認定を
受けていない法人

1,278 0 37.6 0 6,730

認定・仮認定法人 475 10 653.9 0 106,725
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認定・仮認定法人
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０円 ０円超～10万円以下 10万円超～50万円以下 50万円超～100万円以下

100万円超～500万円以下 500万円超～1,000万円以下 1,000万円超

個人寄附の受け入れについて

• 認定・仮認定を受けていない法人では、「０円」が57.8％を占めており、50万円以下の法人が
９割を超える。

• 認定・仮認定法人では「500万円超」が14.6％となっており、認定・仮認定を受けていない法
人（1.3％）を大きく上回る。

【個人寄附合計金額】
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法人寄附の受け入れについて

• 法人寄附合計金額をみると、認定・仮認定法人は、認定・仮認定を受けていない法人
に比べて寄附合計金額が高い傾向がみられ、「10万円超」の割合は49.0％である。

【法人寄附合計金額】
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100万円超～500万円以下 500万円超～1,000万円以下 1,000万円超

４９.０％



寄附への取組みについて

• どの項目も、認定・仮認定法人が認定・仮認定を受けていない法人を大きく上回り、認定・仮
認定を受けていない法人では「特に取り組んでいることはない」が74.8％にのぼる。
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【寄附への取組み（複数回答）】
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寄附の受入状況とその活用などに

関する資料の作成・公表

ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS)を

活用した情報発信

クラウドファンディングの活用

寄附集めも含めた資金調達の専門家の育成・活用

企業や行政、教育機関等の外部組織との連携

特に取り組んでいることはない

その他

認定・仮認定を受けていない法人(n=1,079) 認定・仮認定法人(n=396)
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5.1
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37.8

9.3

2.6

18.4

17.0

5.2

69.1

48.8

18.3

4.6

7.8

8.4

4.8

0 % 20 % 40 % 60 % 80 %

自身が運営する

インターネット・ホームページで

一般向けに公開している

所轄庁・民間団体が運営する

インターネット・ホームページで

一般向けに公開している

一般向けの広報誌で公開している

一般向けの説明会を開催している

会員や寄附者に情報提供しているが、

一般向けには情報提供していない

閲覧以外の情報開示はしていない

その他

全体(n=1,753) 認定・仮認定を受けていない法人 (n=1,278) 認定・仮認定法人 (n=475)

情報開示について

• 自身のホームページで一般に公開している割合は、認定・仮認定法人（69.1％）が、認定・仮
認定を受けていない法人（38.4％）を大きく上回る。
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【情報開示手段（複数回答）】



必要と考える行政による環境整備について

• 行政による環境整備として求めるものは、認定・仮認定の有無に関わらず、公共施設等活動
場所の低廉・無償提供が最も高い。

【必要と考える行政による環境整備（複数回答）】

18

67.4

32.8

48.4

4.6

1.0

14.0

72.0

32.2

55.7

4.4

1.3

12.3

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 % 60 % 70 % 80 %

公共施設等活動場所の低廉・無償提供

法令・経理等に係る研修の機会の提供

市民・企業等が法人の活動情報を

得られる仕組みなどの環境整備

行政からの支援は期待していない

行政からの支援は必要ない

その他

認定・仮認定を受けていない法人(n=1,270) 認定・仮認定法人(n=472)



抱える課題について

• 認定・仮認定を受けていない法人、認定・仮認定法人の別に関わらず、課題として「人材の
確保や教育」が７割を超え、最も高い割合を占めている。
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【抱える課題（複数回答）】

77.0 

76.8 

77.5 

60.0 

57.7 

66.1 

31.5 

32.5 

28.8 

24.9 

25.5 

23.6 

44.5 

44.1 

45.3 

19.1 

17.6 

22.9 

4.2 

4.3 

3.8 

1.1 

1.0 

1.3 

3.9 

4.1 

3.6 

0 % 20 % 40 % 60 % 80 % 100 %

全体

（n=1,748）

認定・仮認定を

受けていない法人

（n=1,273）

認定・仮認定法人

（n=475）

人材の確保や教育 収入源の多様化 事業規模の拡充

外部の人脈・ネットワークの拡大 法人の事業運営力の向上 一般向けの広報の充実

関係者への活動結果の報告 会計情報の開示 その他



企業等との連携について

• 企業等との連携において、認定・仮認定を受けていない法人では、「助成金の申請・受入れ」
が最も高い（46.7％）のに対し、認定・仮認定法人では、「寄附の受入れ」（63.9％）が最も高
い。
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【企業等との連携（複数回答）】

14.2 

32.6 

30.7 

46.7 

20.0 

12.6 

5.4 

13.4 

14.6 

38.2 

63.9 

58.4 

18.4 

5.7 

4.0 

10.3 

0 % 20 % 40 % 60 % 80 %

出向等を通じた人事交流

企業等の社員のプロボノ等による技術支援

企業等及び企業等の社員からの寄附の受入れ

企業等からの助成金の申請・受入れ

企業等の設備や機械機器の活用

企業等との連携は期待していない

企業等との連携は必要ない

その他

認定・仮認定を受けていない法人(n=1,265) 認定・仮認定法人(n=474)



平成27年度
市民の社会貢献に関する実態調査

１ 調査の目的

本調査は、特定非営利活動法人（NPO法人）の受入寄附額及び雇用等の状況を調査
し、その活動実態を明らかにするとともに、市民の寄附・ボランティア活動の実態を明ら
かにし、共助社会づくり及び社会貢献に関する施策のための基礎資料を得ることを目的
として実施する。

２ 調査方法
【市民調査】

調 査 対 象 ： 全国に居住する満20～69歳までの男女 5,000人
調 査 方 法 ： 郵送調査とオンライン調査の併用
調 査 期 間 ： 平成27年９月17日（木）～11月４日（水）（49日間）

回 収 率 ： 34.0％（1,692人）

調査実施機関 ： 株式会社インテージリサーチ

21



ボランティアについて①

• ボランティア活動に関心があるのは59.3％。
• 過去３年間にボランティア活動をしたことがある人は23.3％

【過去３年間のボランティア活動経験の有無】【ボランティア活動に対する関心】
ｎ = 1,656 ｎ = 1,659

※昨年度調査によるとボランティアに関心があるのは62.3％。
また、ボランティア活動をしたことがある人は26.8％。

22

とても関心が

ある
9.3%

少し関心が

ある
50.3%

あまり関心

がない

31.0%

まったく関心がない
9.4%

したことがある
23.3%

したことがな

い
76.7%



ボランティアについて②

• ボランティア参加者の参加理由は、「社会の役に立ちたいと思ったから」（45.6％）、「活動を
通じて自己啓発や自らの成長につながると考えるため」（33.6％）、「自分や家族が関係して
いる活動への支援」（30.3％）。

• 時間の不足がボランティア活動への参加の妨げとなっている。

【参加理由（複数回答）】 ｎ ＝ 261

※対象：過去３年間にボランティア活動を
「したことがある」と回答した人

【参加の妨げとなる要因（複数回答）】 ｎ ＝ 1,622
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45.6 

35.6 

30.3 

18.4 

14.9 

6.9 

0.4 

11.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

社会の役に立ちたいと

思ったから

活動を通じて

自己啓発や自らの成長に

つながると考えるため

自分や家族が関係している

活動への支援

職場の取組の一環として

知人や同僚等からの勧め

自分が抱えている

社会問題の解決に必要だから

社会的に評価されるため

その他

52.8 

29.3 

23.2 

22.7 

20.7 

15.7 

13.3 

8.0 

6.8 

4.8 

12.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

活動に参加する時間がない

活動に参加する際の経費（交通費等）

があり、経済的負担が大きい

ボランティア活動を行いたいが、

十分な情報がない

活動に参加するために、

休暇取得等を行う必要がある

活動に参加するための

手続きが分かりにくい

ボランティアを受け入れる

団体・ＮＰＯ法人等に対する不信感があり、…

一緒に参加する人がいない

特に妨げとなることはない

活動に参加しても、

実際に役に立っていると思えない

活動を行う際の保険が不十分

その他



ボランティアについて③

• 国や地方自治体に対しては、ボランティアを受け入れる団体・NPO等に関する情報提供や情
報発信の充実を求める声が最も高い。

【国・地方自治体等への要望（複数回答）】 ｎ ＝ 1,632
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41.9 

35.8 

33.3 

23.1 

20.3 

18.8 

18.6 

4.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ボランティアを受け入れる団体・ＮＰＯ法人等に関する

情報提供や情報発信を充実すべき

ボランティア活動を行いたい人と、受け入れる人を

結びつける人（団体等）を養成・支援すべき

ボランティア活動のための

休暇・休職制度の普及を行うべき

ボランティア活動の学習機会を充実すべき

ボランティア保険への加入推進等、

事故への対応を整備すべき

ボランティアを受け入れる団体・ＮＰＯ法人等に対する

経済的な支援を行うべき

特になし

その他



寄附をしたことが

ある

47.6%

寄附をしたことが

ない

52.4%

寄附について①

• 過去３年間の寄附経験の有無についてみると、「寄附をしたことがある」（47.6％）と「寄附をし
たことがない」（52.4％）となっている。

• 年間寄附金額（世帯）をみると5,000円未満が52.8％を占めている。

【過去３年間の寄附経験の有無】
【年間寄附金額（世帯）】

ｎ = 1,658

ｎ = 411

※昨年度の調査によると、金銭による寄附をしたことがある人は
54.2％。
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※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」 と回答した人

0.5  29.2  23.1  10.5  20.2  4.9  4.9  6.8  0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０円 １円以上～2,000円未満

2,000円以上～5,000円未満 5,000円以上～10,000円未満

10,000円以上～30,000円未満 30,000円以上～50,000円未満

50,000円以上～100,000円未満 100,000円以上

系列9



寄附について②

• 寄附の方法は、街頭募金、設置されている募金箱、直接手渡し、銀行・コンビニ等での振込
み・口座引落としが多い。

• 寄附先は「共同募金会」が49.7％で最も多い。

【寄附方法（複数回答）】 【寄附をした相手（複数回答）】

ｎ = 614 ｎ = 618

※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」 と回答した人 ※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」 と回答した人
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38.1 

35.0 

26.2 

21.7 

12.2 

7.0 

5.4 

2.6 

15.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

街頭募金

設置されている募金箱

（「街頭募金」を除く）

直接手渡し

銀行・コンビニ等での振込み・

口座引落とし

寄附付商品の購入

クレジットカード等の利用

（ポイント・電子マネーの利用含む）

現物寄附（品物の郵送等）

給料からの天引き

その他

49.7 

32.7 

32.5 

19.3 

13.9 

9.4 

6.6 

3.9 

3.1 

16.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

共同募金会（例．赤い羽根等）

日本赤十字社

町内会・自治会

その他の非営利法人

（例．社団・財団、医療法人等）

ＮＰＯ法人

学校法人

政治団体、宗教法人

どこに寄附したかわからない

ふるさと納税等を通じて、

都道府県・市町村

その他



寄附について③

• 寄附を行った理由としては、「社会の役に立ちたいと思ったから」（59.4％）が最も高い。

• また、「町内会・自治会の活動の一環として」、「自分や家族が関係している活動への支援」、
「職場の取組の一環として」など、身近なところからの依頼によって寄附を行っていることもう
かがえる。

• 効果が見えにくいことや寄附先団体・NPO等への不信感、経済的負担が寄附の妨げとなって
いる。

【寄附理由（複数回答）】

ｎ = 606

【寄附の妨げとなる要因（複数回答）】
ｎ = 1,612※対象：過去３年間に寄附を「したことがある」 と回答した人
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59.4 

36.8 

13.7 

11.7 

5.6 

3.8 

1.2 

19.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

社会の役に立ちたいと思ったから

町内会・自治会の活動の一環として

自分や家族が関係している

活動への支援

職場の取組の一環として

自分が抱えている

社会問題の解決に必要だから

知人や同僚などからの勧め

社会的に評価されるため

その他

36.9 

35.3 

34.6 

13.5 

9.9 

21.7 

4.3 

0% 10% 20% 30% 40%

寄附をしても、

実際に役に立っていると思えないこと

寄附先の団体・ＮＰＯ法人等に対する

不信感があり、信頼度に欠けること

経済的負担が大きいこと

寄附を行いたいが、

十分な情報がないこと

寄附の手続がわかりにくいこと

特に妨げとなることはない

その他



NPO法人について

• NPO法人に対して、「とても関心がある」(4.8％)、「少し関心がある」（35.8％）を合わせた、関
心を持っている層は40.6％。

• 寄附を行う場合に必要と考える情報は、法人の活動内容（76.2％）が最も高い。

【NPO法人に対する関心】 【寄附を行う場合に必要と考える情報
（複数回答）】ｎ = 1,640

ｎ = 1,620

※昨年度調査では、NPO法人に関心がある人は43.8％。 28

とても関心がある
4.8%

少し関心がある
35.8%

あまり関心がな

い
46.0%

まったく関心がない
13.5%

76.2 

62.7 

47.3 

34.0 

24.3 

18.9 

5.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

法人の活動内容

寄附により期待される効果

寄附金により購入した

商品・サービスの一覧表

法人の財務状況の報告

寄附金に対する税控除の額

法人の役員や職員の名簿

その他


